
※この申告書に記載された個人情報は、市の電子計算組織に記録されます。

●[給与･公的年金等に
係る所得]以外の所得
に係る住民税の徴収方
法（希望する徴収方法
の□にレ点）

右欄の該当する番
号に◯及び必要事
項を記入してくだ
さい。

※給与収入があり源泉徴収票等
のない方は、裏面①に記入し
てください。

※遺族年金・障害年金・育児休
業給付金・失業等給付金等の
受給者は、｢収入のなかった
方」欄に記入してください。

※営業・農業・不動産・配当・
その他雑等の所得がある方
は、裏面の収支計算書に記入
の上、右の欄にその所得金額
を記入してください。

給 与 収 入

公的年金等収入
業 務 に 係 る 雑 所 得
(原稿料・個人取引の副収入等)
そ の 他 の 雑 所 得
(生命保険の個人年金等)

以下の◎の付いた項目を申告される場合は、取組内容、支払金額等、控除要件を満たすことを証明する資料・明細等の添付が必要です｡

※医療費控除がある方は、裏面④に記入してください。別紙で明細書を添付する場合は記入不要です。

◎雑　損

◎医療費
※明細書必須

◎生　命
　保険料

◎地　震
　保険料

◎寄附金

配 偶 者

扶養している

社会保険料

損 害 の 原 因

◎源泉(天引)社会保険料 →
源
泉（
天

　

引
）以
外

区 分
介 護 医 療(113)
新一般生命(114)
新個人年金(115)
区 分
地 震 保 険 料
寄 附 先 の 名 称 寄 附 の 金 額

◎障害者控除

氏名 続柄 生 年 月 日
明･大･昭･平

障 特障 別居 調整

障 特障 別居 調整

明･大･昭
平･令

･ ･

障害者控除の情報
級/度身・精・愛

級/度身・精・愛

級/度身・精・愛

級/度身・精・愛

級/度身・精・愛

･ ･

明･大･昭
平･令

･ ･

明･大･昭
平･令

･ ･

明･大･昭
平･令

･ ･

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

個人
番号

氏名

寡 婦 控 除
手帳の種類(身体障害者手帳・精神障害者手帳・愛の手帳・その他） 級・度 障□ 特障□

１.死別：□ ２.離婚（扶養有）：□ ３.生死不明：□
学校名

ひとり親控除 該当：□

該当：□

□ □ □ □

□ □ □ □

障 特障 別居 調整

□ □ □ □

障 特障 別居 調整

□ □ □ □

障 特障 別居 調整

配当割193

↓職員記載欄 (調整）給与収入850万円超の場合で
↓所定の要件を満たす場合□にレ点

譲渡割194

ふるさと140

共・日赤126

市条例138

都条例139

□ □ □ □

該当：□

該当：□ 未 成 年◎勤労学生控除

別居扶養者の住所
申告書作成税理士 又は 代理申告者氏名

同一生計の配偶者
の合計所得金額

あなたの合計所得金額
(該当する□にレ点)

1,000万円以下□
1,000万円超□

支 払 保 険 料

支 払 保 険 料

◆
◎小規模企業共済等
区 分
旧一般生命(118)
旧個人年金(119)
区 分 支 払 保 険 料

支 払 保 険 料

旧長期損害保険料
寄 附 先 の 名 称 寄 附 の 金 額

国保・後期高齢・健保 公的介護保険 ◎国民年金(掛金)

従　来　型

□ スイッチ
OTC薬控除

損害年月日

Ⓐ支払った医療費 円 Ⓑ補てんされる金額 円 Ⓒ差引負担額(Ⓐ－Ⓑ)

※収入ではありません。

円
・ ・ 円 円 円

円

円

◆ 円

◆ 円

円

円

◆ 円

◆ 円

円

円

円

円

Ⓐ 損 害 金 額 Ⓑ 補てんされる金額 Ⓒ 差引損失額(Ⓐ－Ⓑ)

雑 損
医療費

控
配

扶
養

区分

社会保険
小 規 模
生 命 控
地 震 控
損保支払
寡婦･ひとり親
勤 労 学 生
・ 障 害 者

128
129配偶者(兼特別)

配偶者所得
扶養控除

基礎控除(所) ４ ８ ０ ０ ０ ０

　 　 ０ ０ ０ ０

　 　 ０ ０ ０ ０
　 　 ０ ０ ０ ０
　 　 ０ ０ ０ ０

控 除 計
控配

一般 特定 老人 内同居 年少

老配 (同配) 次送停⑵ 家⑴･事⑵

居住開始年
住借可能額

営 業 等 所 得
不 動 産 所 得
一時所得

一時所得（収入－必要経費)：(48）
一時所得（(48)－特別控除)：(46）
一時所得（(46)×1/2)：(47）

(　　　　　　　)所得

(07)

(08)

円
円
円
円
円
円
円
円
円

(71)
(43)
(35)
(38)

収入のなかった方

課税対象となる収入がなかった方でも、非課税証明書の発行、国民健康保険税等の算定に必要となりますので、申告をお願いします｡

太枠内のみ記入してください。
狛江市長 宛て 住　所

現在の住所

１ 扶養又は援助
(扶養主の住所) (扶養主の氏名) (続柄) □単 身 赴 任

□控除対象外
□そ　の　他

２ 非課税所得

３ その他

遺族年金・障害年金・育児休業給付金・失業等給付金　その他(　　　　　　　　　　　　　　　　　 ）　　年額 円

明・大・昭・平

受　付

資料番号

Ａ．□ Ｂ．□
①. □
②. □

整　理
コード

入　力 検　算

年 　　月 　　日

(フリガナ)

氏 名

職
業

電
話

個
人
番
号

生
年
月
日

□同上（同上の場合□にレ点） 

□本人と同じ
(□にレ点)

□専従者
給　与

狛江市

(〒　　　　　)

(7年1月1日現在)

月 日提出

令
和
七
年
度
（
令
和
六
年
分
所
得
）

市
民
税
・
都
民
税（
住
民
税
）申
告
書

所

得

欄

所

得

等

控

除

欄
(

所
得
等
か
ら
差
し
引
か
れ
る
金
額)

(

該
当
欄
に
記
入)

本

人

欄

扶
養
親
族
（
配
偶
者
以
外
）

収
入
金
額

所

得

金

額

1．病気療養中
2．貯金により生活

3．学生(学校名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　学部：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)
4．その他( 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 　)

※以下の欄は記入しないでください｡

給 収 07
41

49

50

102
106

109
116
117
120
122
133
136

130
131

145

157

給 所

年金所得
08年金収入

所 得 計

７年

別居の
場合□
にレ点

□ 給与天引き(特別徴収)

□ 個 人 払 い(普通徴収)



① 給与所得(令和６年１月～12月）

④ 医療費控除の明細書(令和６年１月～12月）

⑤ 配当所得

⑦ 令和７年１月１日現在、狛江市に居住していなかった方

② 事業所得

収支計算書

所得の生じる場所：

項　　　　　　目

売 上 金 額

医療を受けた方

・｢医療を受けた方」ごと、かつ、｢病院などの
支払先」ごとにまとめた領収書を参照して支
払った医療費を集計し、記入してください｡
(領収書１件ごとに記入する必要はありませ
ん｡)
・表内に記載しきれない場合は､同じ項目を記
載した別紙(任意様式)を作成してください｡
・領収書の添付は必要ありません。領収書を参
照しながら集計し、明細書を作成してくださ
い｡（領収書は御自宅等で５年間保管してく
ださい｡）
※明細書の作成を省略できる場合
　医療保険者が発行した、表と同じ項目別に
記載されている通知がある場合、その通知
(写し）を添付することで、その通知に記載
された部分は明細書の作成を省略することが
できます。

病院などの支払先 支払った医療費
（医療費控除対象のみ） 補てんされる金額

雑 収 入

Ⓐ 合 　 計

仕 入 金 額

交 通 費

通 信 ・ 運 搬 費

水 道 光 熱 費

修 繕 費

消 耗 品 費

地 代 ・ 家 賃

火 災 保 険 料

減 価 償 却 費

Ⓑ 合 　 計

合　　　　　　　　　　計 Ⓐ Ⓑ

専 従 者 控 除 額

所得金額Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ

Ⓒ

Ⓓ

金　　　　額

③ 不動産所得 ※
資
料
は
貼
付
せ
ず
に
、
申
告
書
と
併
せ
て
御
持
参
く
だ
さ
い
。（
郵
送
の
場
合
は
同
封
し
て
く
だ
さ
い
。）

源泉徴収票又は給与明細書がない方(パート・
アルバイト等を含む｡)は、以下に月ごとの支
給総額を記入してください。ただし、交通費
は申告対象になりません。

※〔表面〕所得控除欄「◎医療費」のⒶⒷへ、各金額を転記してください。

※狛江市内に、本人が専有権を有する家
屋や事業所を有している場合、該当。

勤務日数 月　　　 収日　 給

賞 与 等

事業所等所在地

事業所が複数の場合 他 箇所

□総合課税(40) □分離課税(65)

事 業 所 名

事業所電話番号

合 計 金 額

会 社 名

Ⓐ

Ⓑ

収 入 金 額

必 要 経 費
収入金額－必要経費

（ Ⓐ － Ⓑ ）

住民税源泉徴収税額(193)
（ 配 当 割 額 控 除 額 ）

所得税源泉徴収税額

（ ）

社 会 保 険 料

内専従者給与

円 日 円

円

円 円
上場株式等(64) 一般株式等(63)

Ⓐ

Ⓑ

収 入 金 額

必 要 経 費
収入金額－必要経費

（ Ⓐ － Ⓑ ）

住民税源泉徴収税額(194)
（株式等譲渡所得割額控除額）

所得税源泉徴収税額

円 円

円

円月

夏

冬

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

※右から該当する□にレ点 □ 営 業

□ 農 業

□ その他雑

□ 業務雑

自
至

年 月 日
年 月 日

収
入
金
額

必

要

経

費

収支計算書

所得の生じる場所：

項　　　　　　目

家 賃 収 入

地 代 収 入

権 利 金 ( 礼 金 )

更 新 料

Ⓐ 合 　 計

固 定 資 産 税

火 災 保 険 料

修 繕 費

地 代 ・ 家 賃

借 入 金 利 子

減 価 償 却 費

Ⓑ 合 　 計

専 従 者 控 除 額

所得金額Ⓐ－Ⓑ－Ⓒ

Ⓒ

Ⓓ

金　　　　額
円

自
至

年 月 日
年 月 日

収

入

金

額

必

要

経

費

　上場株式等の配当所得の課税方式につい
て、選択する□にレ点
※所得税と住民税で異なる課税方式は選択
できません。

年 月 日～ 年 月 日 (住所) に居住していた。
□該当する
□該当しない

家屋敷課税又は事業所課税に

⑥ 株式等の譲渡所得
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